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本書は経済産業省の後援のもと、一般社団法人日本産業機械工業会が実施した平成

28 年度｢第 43 回優秀環境装置の表彰事業｣において受賞した優秀な環境装置の概要を

まとめたものである。 
 

国内経済は、アベノミクス景気が 52 ヶ月を超えバブル期を抜いて戦後 3 番目の長さ

になっている。産業機械の受注についても 2017 年度は 3 年ぶりにプラス見通しとな

っており、人手不足が顕著な物流関連の投資が増えるほか、IoT や AI などの新技術へ

の投資が活発になると見込んでいる。 
また、輸出の回復が鮮明になっており、リーマンショックが起きた 2008 年 9 月以

前の水準を回復し、東日本大震災が起きた 2010 年度以降、6 年ぶりに黒字となった。

米国経済が堅調だからこその黒字転換であるが、米国の政権交代により、黒字基調が

続けば米国からの風当たりが強まると言う不安材料もある。 
一方、近隣のアジア諸国に目を向けると、一時期より経済の発展スピードは鈍化し

たもののインフラ整備をはじめとした経済成長を第一とした方針に変わりはなく、生

産に直接関与しない周辺環境整備はどうしても後手となっているのが事実であり、依

然として深刻な環境問題を抱えている。 
我が国では、過去に深刻な環境問題に直面し、国、民間が協力して問題を克服して

きた経験を有している。民間企業においては厳しい法規制に対応するため、環境装置

の改良・開発に注力し、今日のような住み良い生活環境を作り上げ、持続可能な社会

創りに大いに貢献してきた実績があり、この経験と実績が必ずや発展途上国に大いに

役立つものと確信している。 
 

本事業は優秀な環境装置・システムを表彰し広く公表することで、環境保全技術の

研究・開発を一段と促進し、そうした技術・装置の普及により、地球環境の保全に資

することを目指すものである。 
 

本事業の実施にあたり格別のご支援を賜りました経済産業省、環境省、中小企業庁、

優秀環境装置審査委員会委員、優秀環境装置審査ＷＧ委員、並びに関係各位に厚く御

礼を申し上げる次第である。 
 
平成 29 年 6 月 

一般社団法人 日本産業機械工業会 
会 長  佃 和 夫 
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優秀環境装置審査委員会 

委 員 長  指 宿  堯 嗣 

 

優秀環境装置の表彰事業は一般社団法人日本産業機械工業会が経済産業省の

ご後援のもとに昭和 49 年度から実施しているもので、優秀な環境装置やシス

テムを表彰することにより、「持続可能な循環型経済社会」を実現するための環

境保全技術の研究・開発及び優秀な環境装置の普及を促進し、我が国環境装置

産業の振興を図ることを目的としている。 
 

本年度の表彰事業は、平成 28 年 9 月 5 日から平成 28 年 10 月 14 日までの

約１ヶ月半にわたって公募した。 
その結果、全国から大気汚染防止装置〔3 件〕、水質汚濁防止装置〔4 件〕、

廃棄物処理装置〔3 件〕、再資源化装置〔3 件〕、その他の環境負荷低減に資す

る装置〔2 件〕の応募があった。複数の分野にわたる応募もあったことから、

件数としては、合計 14 件であった。審査は、優秀環境装置表彰実施要綱及び

優秀環境装置審査要綱の規定に基づいて次のような手順で慎重かつ厳正に行っ

た。 
 

まず、優秀環境装置審査ＷＧにおいて、応募のあった環境装置に関し、その

独創性、性能、経済性及び将来性の各指標について一次評価を行った上で、実

地調査を行い、評価報告を取りまとめた。 
次いで、優秀環境装置審査委員会において、審査ＷＧから上程のあった評価

報告を総合的に勘案し審査を行い、第 43 回優秀環境装置の経済産業大臣賞 1
件、経済産業省産業技術環境局長賞 1 件、中小企業庁長官賞 1 件、日本産業機

械工業会会長賞 5 件を選定した。 
 

以上の受賞各装置は、いずれも地球環境の保全に極めて有効な環境装置とし

て高く評価されたものであり、今後の普及を期待すると共に開発にあたられた

各社のご努力に心から敬意を表したい。 
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第 43 回 優秀環境装置審査委員会  

 

審査委員会 

委員長  

指宿 堯嗣 一般社団法人産業環境 理 会 技術  

、独 行 法人産業技術総合研究  環境 理研究 長  

委 員  

 秀 経済産業省 産業局長 

 行 経済産業省 産業技術環境局長 

本   経済産業省 中小企業庁長官 

正    環境省 大臣官 審 官 

小   一般 団法人日本 質保 機  理事長 

   日本 工会  理事 

  一般 団法人機械振興 会 会長 

大   一般社団法人日本機械工業 合会 会長 

  進 一般社団法人産業環境 理 会 理事 

大和 秀  大  理工 術  創 理工  環境資源工   

 一  大  大  環境 研究   

  和  一般社団法人日本産業機械工業会 会長 

中  一般社団法人日本産業機械工業会 理事 

 

審査ＷＧ 

 査  

  国 研究開発法人産業技術総合研究  ・環境   

 研究  シ  

委 員  

中  国 研究開発法人産業技術総合研究  環境 理研究  研究 長 

  国 研究開発法人産業技術総合研究  環境 理研究  

環境 物研究  員研究員 

   国 研究開発法人産業技術総合研究  環境 理研究  

資源 化 研究  上 研究員 

   一般社団法人産業環境 理 会 資源・ 促進  長 

小  一般社団法人産業環境 理 会 人 成・  長 

  国 研究開発法人 ・産業技術総合開発機  環境   

 一  一般 団法人日本環境  技術  

   公 団法人日本 水 技術機  資源循環研究  長 

野  一般社団法人日本産業機械工業会 理事 
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表彰装置及び応募数・受賞数 
 

 

経済産業大臣賞  
「高 上装置 H-DAF シ 」  
 

経済産業省産業技術環境局長賞  
「 ス 質選 装置 」  
 

中小企業庁長官賞  
「 型 分 装置 ス 」 研 社

 
日本産業機械工業会会長賞  応募 受 順  

「 ス シ システム」 システム  
「シ 装置を した高効 廃棄物発 」 日  
 NS 計  
「 ス ス ス Z 」 ス  
「 発 装置」  
 日本  
「 化 ス回 装置 SF6 ス回 装置 」 地テ  
 
 

応募数と受賞数 
分    野 応募件数 受賞件数 

大気汚染防止装置 
水質汚濁防止装置 
廃棄物処理装置 

・振 防止装置 
・地 水汚染 装置 

再資源化装置 
その他環境負荷低減に資する装置 

 3 
 4 
 3 
 0 
 0 
 3 
 2 

2 
3 
1 
0 
0 
2 
1 

合   計  14  8  
複数の分野にわたる応募 が まれるため合計 は合いま 。 
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１ 装置の  
１  理と 成 

上法とは、 水中の 濁物質に 気 を さ て、その 気 の 力によって

濁物質を 上分 する上水 水 や 水の 化 法の一つである。 
上法の 理 図を図 1 に す。 水の一 または処理水の一 に 気を し 0.2

0.5MPa に すると、 気がその 和 度 くまで する 和 度は水 及び 力に

より 化する 。この 気を さ た水を 水というが、 水を に くまで す

と に した 気が な ・ 気 30 120μm となって し、

この 気 が 水中の 濁物質 に ・ することにより、 濁物質が 力

を て、 上分 が可能となる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上水 水 および 水 水中の 濁物質は、一般的に に分 していることが

いので、 機 PAC、 な や高分 を して さ 、

にしてから分 されるのが一般的であり、この分 に 上法を する 合を

上と 。 
上は、 濁物質 度が数 約 mg/L 程度の 水に され、10 30mg/L 程

度の な処理水が られる。 
上を いた処理システムとしては 処理水 法、 水分 法、 水全

経済産業大臣賞 

第 43 回 
優秀環境装置 

会社 

Ff－Fa＜0であれば浮上

フロック

気泡

気泡に働く力≒浮力 Fa＝ρVa g
（気泡の重力は小さいため無視できる）

フロックに働く力＝重力－浮力
Ff＝（ρs－ρ）Vf g

ρ ：水の密度
ρs ：フロックの密度
Ｖa ：気泡の体積
Ｖf ：フロックの体積
ｇ ：重力加速度

図 1 上法の 理 図 
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法の 3 つの スがある。このう 、 の 法は 水を して 気を さ る

法であるが、 濁物質が く まれる 合、 気 での まりの があり、 水

成の に が ることがあるので、 の処理水 法が一般的に されて

おり、本装置でもこの 法を している。 
本装置の を図 2 に す。 で や pH 調 を し、 成された

水は 上 の で 水と 合され、 上 に される。 気 が することによ

り か 重が くなった は 上 で上 し、ス ムとなって 上 表 に さ

れる。 されたス ムは 上 表 を 回するス ムス により 取られ、 に

される。 水 に まれる の 重の大 い で、 上し れず に一 した汚

は、 に 上 を 回する汚 ス により 取られ、 に される。また、

分 された処理水は 上 水 から水 調 を って される。一 、 水

は処理水の一 を循環し、 気 で 0.4 0.5MPa 程度の 力で 気を 的に

ま ることにより 成する。ここで 成された 水は 上 に 置された減 により

大気 まで されると、 30 40μm 程度の 気 として し、 成された

水と 合される。 
本装置では、 来の 上装置よりも 上 の LV が大 いので、 上 が に小型化

され、装置全 としても となる。また、 でいくつか 実 のある 型

上装置と しても、 上 LV は 以上となるので、ス ス があり、

の 減も可能となる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 で も く されている 来型 上装置の の水 図を図 3 に、 来

型 上装置の として、 を中心とする での 実 がある 型 上装

図 2 高 上装置  

スカムスキマー 

汚泥スキマー 
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置 の の水 図を図 4、5 に、本高 上装置の の水

図を図 6 に す。いずれの装置においても で 機 し、 成された

水は 上 の で 水と 合され、 装置の 合は で

気 と ・ された後、 上 に される。この 、 来型装置では の れは

図3で した の れが となる。すなわ 、 上 から 上 に された 水は、

上 の に かって れ、そこに すると に って する。この の

が いと、 力が 分でない が に い の を 処理水 に する

ため、水質を 化さ る。このように に った が くなるのは、 上 に 上

分 に されていない ス スが く するからであり、これらの は を

めようとすれ する より になることから、 来型装置においては一般的に LV
を 4 6m/h 程度に 定し、それ以上の とすることはで ない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 、国 の実 はないが、 では 来型 上装置の として図 4 のように

に 装置を 置した 上装置が される スもある。これは の装置であり、

の一 から された 水は、 で 水と 合されたの 、 上 に

され、他 から処理水として される。このような においては、 上 の を

れる 処理水の れは、本高 上装置において から に かって がりな

がら れる 処理水の れより い となる 図 5 ため、 上 の を上 た 合、

に って する V0 の も くなり、処理が 化しやすい。よって 型

上装置は 来型と して高 LV で 水で るものの、その 水 LV は 15 30m/h 程度で 計

されることが い。また、一般的に 処理 の装置を 計する 合、 装置の が 装

置よりも高 ス になるという もある。 
  

  

図 3 来型 上 水 図 
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今回開発を行った高 上装置では 来型、 型の を す く、 の 上

に 装置を 置することにより、さらなる高 化を実現さ た。 装置を 置すること

により、 上 の れは図 6 で した のようになる。 装置上 においては、 上

に って れる がそのままの で れることを防止するう 、 効

果により 装置上の の でも 一な れとすることがで るため、LV が くても

図 4 型 上 水 図 
上 水 、 高 水  

図 5 本高 上装置 と 型 上装置 の れ  
装置上 から た図  

水 水

加 水

気泡
ク
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気 を に保持することがで る。このため、 には、気 、 とい

う つの が 成される。気 においては、 気 が高 度に保持されることか

ら、 において 気 の が 分でなかった や、 気 が れて を

めた に しても、再度 気 を さ ることが可能となるため、処理能力を大

に 上さ ることがで る。このように、 処理物質の において、 上 全 を有効に

することがで るため、装置の小型化、 上 の高 処理が可能となる。また、この 上

全 を有効に するという効果は、図 5 で したように 装置よりも 装置におい

てより となるため、本高 上装置は 型 上装置と し、より い LV で

の 水が可能となり、かつ ス も 来型、 型と し、大 に低減することがで

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 高 上 水 図 
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今回の開発において も技術の となる 装置に関しては、 の 目について ス

実 、 ス 実 で な を行った。このう 、一 として、 装

置 置 置について、 ス 実 機で した結果を図 7 に す。この結果より

装置の 置 置 上 からの 図 6 の H には な があることがわかった。

装置を な 置に 置することにより、 上 に の気 、 を 成

することがで 、高 化処理が可能となることがわかった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

装置に関する 目  
開  / 小  / 小 置 / 置 置 / 置 法 / シ 法 
さ / 質 etc 

 

さらに、 装置の 置の他に、以 に の よび 図 8 に関しても 化

を実施し、LV 20 40m/h という高 化を実現した。 
また、 に 気 図 2 の しにより、 気 効 の を図り、

来型の 来型 5 分 の 1/5 となる 型 気

1 分 も開発し、 化および ス を 成している。 
 

その他 目  
 / 上  / ス  / 水 合  

減  etc 
 

 

図 7 装置 置 置と処理水濁度の関  

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0

無

650mm 1150mm 2050mm

度
（
度

）

 
LV 42m/h 

1.6m3/h 
2.5  

PAC 100mg/L 
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１  装置の  

 本装置の を以 に す。 

 

１ 置 の大 な 小 
・ 来型 上装置と して 置 75 88 減 
・ 型 上装置と しても 置 大 63 減 

 
の 減 

・装置を にすることにより、 来型 上装置と して 22 51 低

ス 化を実現 
  ・ 型 上装置と しても 13 49 低 ス 化を実現 

 

優れた汚 性 
上処理においては 上ス ムを 取る に される水の を 処理の

合と して なくすることがで ることから、一般的に汚 性は と し

て となる。さらに、本装置ではス 回 度を 化することにより 来型、

型では 1 程度であった 水汚 度を 2 以上に 可能である。また、汚 の 水

性 も可能となることから、後 、 水機 も 可能とな

る。 
 

処理水水質の 定 
装置の 置により 上 の れを 化することにより、LV 20 40m/h の高

LV 水 においても 来型、 型 上装置と の処理水水質を ることがで

図 8 事  
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る。また、 処理では の低水 は の 度が低 するため処理が

化しやすいが、 上処理の 合、低水 は 気 が 、 で る 気

も ることから な処理が可能となり、年 を して 定した処理水水質を る

ことがで る。 
 

持 理負 減 
ス ムス に 、 ス 、汚 ス も ているため、 まり の

が ることはなく、 持 理にかかる負 は ない。 長 3 年半 テ ス

での 実 あり。 
 
 

開発経  
上装置は、IT 産業や化 、 、 工業、 ・ 、 ・染 、

、 工業な あら る産業において 数 されている。その は 水 、 水

の 水処理から、 の 水処理、汚 のための汚 処理と にわたる。 
一般的に 上装置は 装置の 度と して の 上分 度が高

いため、 置ス スを ることがで 、かつ年 を して 定した処理がで るという

を持つ。 の 装置が LV 0.5 1m/h の で 計されるのに し、 来型の

上装置は LV 4 6m/h の で 計されることが いので、 置ス スは 4 12 分の

1 に 減されるという がある。しかし、 年は、 に 地に 約がある 工 で大水

を処理するような 合には、 来型 上装置でも 置ス スが 大となり、 重な 地

を るを ず、かつ が高くなるという があった。 
 
そこで、これらの に して、以 のような 的な技術目標を て、高 上装置

H-DAF シ の開発に 手した。 
 上分 LV 20m/h 以上 水 ス  
 20 以上 減 来型 上装置と して  

 
来型装置で 水を行うと、 のように には 上分 に われない ス スが

で 、シ スの れが る。このような装置で を上 て処理を行おうとすると、

処理水質は 化する。よって 来型 上装置では、LV 4 6m/h の で るを

ない。 型装置として、 に 装置を 置したものも では一 されてい

るが、 水 LV は 大でも 30m/h であり、 置 ス が高いという がある。これらの

に し、 社で開発を進めた高 上装置 H-DAF シ は、 来型 上装置の水

の れを し、水の れを するという発 に基づ 、 上 に 装置を

ことで、高効 ・省ス ス・低 ス 化を可能としたものである。 
開発としては、 ス により、 上 に 装置を 置することにより、LV

が 平 LV と しくなり、 気 が上 する「 」と、気 が高 度に保持さ

れ、一 がった も再 上する「気 」を 成することで、 上 全 を

なく有効に うことがで ることを した。そのう で、 ヶ 水 において、約

15m3/h の 資 2 により、LV 20 40m/h という高 件 でも
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来装置 の処理水質となることを した。本装置は高 上装置 H-DAF
シ として 2010 年に 1 機を実 化し、2017 年 3 月現 で 40 基以上の 実 とな

っている H-DAF シ 1000 3200 標 処理 15 160m3/h 機 のシ

。以 に開発の れを す。 
 

2007 年 4 月  高 化のための 技術調査 
2007 年 9 月  ス 実 機による高 化技術  
2008 年 6 月  ス 実 機による高 化技術  
2009 年 9 月  ヶ 水 での実 実  
2010 年 3 月  実装置 定 

 2010 年 8 月  第一 機  
 
 

独創性 

来型 上装置の として、 に 装置を 置した の 上装置が

の一 では されている。この 型 上装置は 水 LV が 15 30m/h 程度と、 来型

装置と すると大 な高 化が可能となっているものの、 ス が高いという があ

る 表 3 。そこで 社では、高効 ・省ス ス・低 ス 化を に実現す く、

の高 上装置の開発に 手した。これは一般的に、 処理 の装置を 計する 合、

装置の が 装置よりも低 ス となるためである。しかし、 に 装置で さ

れている 装置を 装置に した では、高 化は実現で ない。これは 装置の

が 装置と て 上 から 上 水を に分 するのが しく

れが やすく 、かつ 上 全 の れも複 となるためである。また、図 7 で したよ

うに 装置の 置 置も に 装置と にすれ いいというわ ではなく、 装置

に した 置 置があることが基 の結果わかった。 社では、この他にも 装置開

、小 、小 置、 、 上 、 の 化を図り、 上装

置の高効 ・省ス ス・低 ス 化を実現した。 
 本装置は、 の 上装置を LV 20m/h 以上の高 処理に した でも の

であり、 来型装置、 型装置と して大 な ス も 成した に独創的な装

置となっている。 
 

 
 本装置の関 は次のとおりである。 

第 4885169  / 上分 装置 
第 5393065  / 上分 装置 
第 4825850  / 上分 装置、 装置及び 装置 分  
第 5697920  / 上分 装置 
第 5524775  / 上分 装置 
第 5886518  / 上分 装置 
第 5497873  / 上分 装置 
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性能 
 本装置の性能を 来型、 型 上装置と したものを表1に す。本装置は 来型、

型 上装置と して、処理水水質 で、 置 、ス ム 度、 度の で、

のような がある。 

 

表 1 来型 型装置と本装置の性能  

  来型 上装置 型 上装置 
高 上装置 
H-DAF シ  

処理水水質  

置  100 16.7 33.3 12.5 25 

ス ム 度 1  1  2  

度 1 年  
半年 1 年 
装置  
汚  

1 年  

来型を 100 とした 合の  
 
 

経済性 
 本装置に関する 価を 来型 上装置と したものを表 2 に、 型装置と した

ものを表 3 に す。 ス は処理 160m3/h の 来型 上装置 6300、LV 5m/h の

価を 100 とした 合の で した。 型 上装置の は 社の 結果である。

価には 上 ・ ・ ・現 を でいる。 
 装置規 が大 くなる ス が やすく、本 の により 来型

上装置と して 22 51 、 型 上装置と しても 13 49 の ス 減を

図れる。なお、本装置の ス は 来型、 型と である。 
 

表 2 来型装置と本装置の経済性  
処理  

m3/h  
来型 上装置 

高 上装置 
H-DAF シ  

ス 減  
 

16 23 18 22 

35 36 24 33 

63 50 31 38 

100 70 39 44 

160 100 49 51 
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表 3 型装置と本装置の経済性  
処理  

m3/h  
型 上装置 

高 上装置 
H-DAF シ  

ス 減  
 

16 21 18 13 

35 33 24 27 

63 47 31 34 

100 66 39 41 

160 96 49 49 
各 ス 、 ス 減 は小数 以 を して表 。 

 
 

将来性 
上装置は、IT 産業や化 、 、 工業、 ・ 、 ・染 、

、 工業な あら る産業において な で されており、今後も省ス

ス、低 ス 化の から、 が期待される装置である。本装置は、 に省ス ス、低

ス 化という から、 来型装置、 型装置と し、 しい発 を ており、

の である国 工業地 での 地の 保、処理 ス の低減、 の 減 の に応

うる に有 な装置である。 
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あ 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ 装置の  

の は、 選 物を し 上に 一に分 さ る振

、 中の 物に を する 、 物に たり

った を でとら ス 分 し、あらか め されたス と 合し、

ス 質を高 で する システム、 、で 成する。 
は に 4mm で 置しているため、5 25mm の小 を選 するこ

とが可能である。 
来 であった選 の 選 装置での である 2 での選 、選

が 4 8mm と小さい、汚れに い、 ス の選 質が わるごとに機 調 が 要

の を した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の 図 

 

 

 

 

実 機  

                      

 

 

 

経済産業省 産業技術環境局長賞 

第 43 回 
優秀環境装置 

会社 

振  
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大手 事業 の選 実 の一  

 

 

 質  
選  気による し 
装置長さ・ ・高 4.7ⅿ×2ⅿ×2.78ⅿ 

 1,400  
度 120 170ⅿ/分 

処 理  0.5 0.7 /  
選 度 5 25  

機  

 

 

全 の処理工程の中で、 ス で  

を 2 った テ を 図に す。 
 

の

度

0

0 0

0

ロ
の

の

gの
重 g

0

0

0

0

0

0 0 0
0 0 0
000 00 0
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開発経  

第 34 回優秀環境装置表彰において、 ス 選 装置( )を応募 した経

がある。この平成 20 年 の選 装置 は であり、 質 装 ス

の 質 を目的としたものであった。 
は、 を に 31mm で 置し、選

物の大 さは 35mm 300mm である。それに し は、 質 廃

ス の 質 を目的とした 開発であり、 １ を

中 上 に 置し、 は 4mm で に 318 置し、選 物

の大 さは 5mm 25mm とし、 質選 後す に 機に で る である。 

手 度

廃 事業

日 日

再 日 日 3 4 日

、

水に 水に く

日 日

日 日

4 3 日 4 3 日

再 気 気

合 定 合 定

3 4

3 3

一での回  その他 一での回  その他

度 度 

 4 日  3 日

  4 日  日

廃棄物及び

、 、中 成物

処理工程、機 装置

再 機

機

循環型社会の 成

質選 装置 質選 装置

テ

機

ス

力選 力選

再 再

ス 一 質選

・

取 し

重 重
、 、 、

重

水 重 選

振 るい 振 るい
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開発  

   工 (全国で A B 計 48 工 )では、手 で取 し可能な

ス は再 されているが、 で ないものは約 5 25mm に小さく され

ス ス となり、「その他有価物」として 化 や

処分及び されている。 来技術では、再 可能な 度まで選 し高 ・大

に処理する装置は く、長 の処理か手 業が 要であった。廃 や ス

から、 かく した ス を選 し 一 質の ス

に したいとの要 が くあったため装置開発を実施した。 
 

開発目標 
平成 19 年より取り で た廃 ス ス から 一 質の選 を行

る実 化装置は、選 処理 が 500kg/hr 以上は 要であること、さらに選 後 度が 95%
以 要であることがわかって た。そのためには、装置を高 化し、高 化で 質を

し、高 化で より び した 物を的 に で選 する、 つの を

することが目的であった。 
 

開発経  
平成 19 年 11 月 で 30mm の 質 ス 選 を行う装置

開発に 手 
平成 22 年 11 月  め中小企業応援 事業 テ 「大 処理を

可能とする廃棄 質 ス の高 度 質選 装置の開発」で事

業 。 
平成 22 年 12 月 事業で選 装置 の技術開発に 手。 
平成 23 年 6 月 実 化選 装置 選 処理 500kg/hr 以上、選 度

98%以上 を 成。大手 事業 からの廃 を

い選 テス を り し実施し、選 度 98%以上を 成。 
平成 24 年 3 月 実 機として 成さ た １ 機を ス

事業 に 。 
 

なお、本装置は、 会社と 大 大 理工 研究

産環境工  本 大 が共 で開発を行った。それ れが

した開発の は次の りである。 
・ 会社  

ス 質選 装置の機械 計、 気 計、 計 
 
・ 本 大  

力 の分野で の 合 を行い、 ス を する 定

の 法 技術の スを て、 計に かした。 
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独創性 

により ス の 質を し で 物を 選 装置は、本装置

の他に T 社 と P 社 がある。 
   

ダイオーエンジニアリング㈱ T 社 P 社 

材質識別方式 近赤外線式 近赤外線式 近赤外線式 

検出方式 
ハイパースペクトルイメージン

グ分光方式 
ミラーを利用した 
ポイントスキャン方式 

ミラーを利用した 
ポイントスキャン方式 

選別方式 エアノズル噴射方式 エアノズル噴射方式 エアノズル噴射方式 

エアノズルピッチ 4mm 12.5mm 12.5mm 

廃家電硬質プラ選

別納入実績 
6 台 

2 台 
（大手家電メーカ） 

無し 

粉砕プラ形状 
5mm～25mm 
（平均 10mm） 

20mm～40mm 
（選別後、細かく粉砕している） 

無し 

 

10mm 後に した廃 質 ス を と を い 質選

しているのは 社の選 装置の である。T 社は数年 に大手 に 2 している

が、 ス は大 く、選 後に かく する である。P 社も 質 の

装 ス 選 を手が るが、小 ス 選 の 実 はない。 
10mm 後に した 質 ス を選 するのに、 に で る装置は大手

が行っている、 選 装置であると 、後 に 選 装置との を行う。 
社の ス 質選 装置 の として、 で 質

されその後 2m/ で を まで れてくる、100mm の を進

の、わずか 0.05 の に ム く正 に し、わずか数 mm の小さな選 物

を って とす ・ ムである。さらに、正 に され する

の し中心 が 4mm で するという な 装置の 3 つの技術 成

から成る。 
以 の は高 することは可能であったが、 質 を行う

が なかったため 度に があった。 年の は性能が 上し、

性能も 上したが、これを 理するシステムも高 大 処理を要 されるようになった。

これに 応するため、高 ム を いた を行い、0.001
での の 受、 の の を可能とし、高 ・大 処理での選

を可能とした。 
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が する 質 ムの を 図に す。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

化 、  

 

来 であった 選 は、処理物の が 一で 2 の ス ス

の から選 する 合は優秀な選 装置である。た し、 された処理物の を 一に

しようとした 合、大 の ス が発 してしまう。また、 ス ス は 2 以

上から 成されており、 法は 定されてしまう。 

これに して を した は の 定が なく、複数の

ス ス の中から 意の 質を取り すことがで る。これは廃 、廃

のように から高 質に を取り し する には に している。 

 表に を いた選 装置と 来 であった 選 装置との を す。 

 

 
近赤外線式選別  

エア ー  
電選別  

（ 大手 家電リ イクル ） 

 
近赤外線を利用し、エア 材質プラを

選別 る  
プラ を 、 を材質

電し電 プラを て選別 る  
選別 イズ 5～25  4～8 （ る） 

選別  
85～95  
70～90  

90～95  
70  

 
ミックスプラ （ 材質） 
選別 イズ 大 い 
る  

材質 分か た プラを選別  
材質 電 近赤外線 識別

い 選別 る  

 

プラ 材質選別 い 2 選別 る しく 電

い い しか選別 い 
イズ い 

プラ 材質 る  
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なし 
 

 た し関 及び 標 は以 の り 
１ 第 5528014  / ス 選 装置 

選 上に を か 、 ス の 行 を 定化さ

ス と ス を 調さ る機 を装 した ス

選 装置。 
第 5367145  / 廃 ス の 質選 装置 

廃 の ス の 質を する選 装置 
標 庁  第 5221819 「 」 ス 選 装置 

 

 

性能 
選 の 、選 なるため、厳 な は であるが、 選 装置及び

T 社の と による選 装置との性能 を に す。 
 

 
ダイオーエンジニアリング㈱ 
近赤外線 エアノズル 

大手家電リ イクル  
電選別  

大手家電リ イクル  
T 社近赤外線 エアノズル 

選別 イズ 5～25mm 
4～8mm 
（ る） 

20～40mm 
（選別後 細かく粉砕） 

選別  
85～95  
70～90  

90～95  
70 （ ） 

 
 

（選別 大 る） 

選別  
くい 

、 た

選別 る る くい 
選別  
ン  

500kg/  
120m/分 

500kg/  
方式（ ） 

350kg/  
120m/分 

 
１ 処理能力・性能 

   廃 ス ス から に ABS、PS を選 する。処理 は 500 700kg/
、選 度は 85 95%、 一 質回 は 70 90%である。 

 

性、 性 

   平成 24 年 3 月に 1 機を 後、現 までに 5 社 6 している。 業 は約

10 /日であるが、4 機・5 機を した大手 事業 では 24 /
日 業を行っており、 後 2 年 6 か月経 している。大 な はなく、 され

ている。 
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性、 持 理性、 全性 

   は1 の で に行うことがで 、手 ・ がある。 
   業 は で「 」 1 つを 全 となり、 止 は「 止」

を す。選 したい 質は 上で に選 で る。選 装置(2m ×4.7m 長

×2.78m 高 に 全 で い で開 で る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の  

  

ス の 質  

   平成 23 年 10 月、 で大手 事業 の ス ス

から 一 質選 した PP、ABS、PS を、 ス 物性分 機関の 会社 DJK
テ で再 の物性分 を行った。以 に結果を す。 

分  

PP ABS PS 

エア  

ー  
ージン  

エア  

ー  
ージン  

エア  

ー  
ージン  

 
MFR 

（メルト ー ート） 
JIS K-7210 g/10min 40 30 18 21 4.7 5.5 

  JIS K-7112 g/cm3 0.91 0.91 1.077 1.07 1.05 1.05 

  JIS K-7111 Mpa 36.4 36 73.4 73 59.4 52 

  JIS K-7111 Mpa 1,380 1,350 2,460 2,400 2,540 2,400 

 状  JIS K-7162 Mpa 26 45.6 26.8 

  JIS K-7162 Mpa 21.3 26 40.5 44 29.2 30 

 
ャルピー  

（ノッチ ） 
JIS K-7111 KJ/m2 5.7 6.5 15 15 11 10 
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の有 性・ 質 

物性分 結果から、再 した ス と の物性 は である。 

     １ 機 後、 産された再 ス を 機にか て 化した。

工程もスム に行 た。現 の再 の は ス や

装 の がされている。 

 

全性・ 性 

選 装置で選 した高 度の 一 質 ス であり である。 

 

の と しての 長 
他社が 選 装置で 質選 している ABS、PS の を、 社

で 質 成を した結果、 度は 94 95%であった。 質の ス

が していたと られる。他社 と して 社 は高 度であった。 
 

の と しての長 及び 、 びに を する 的

法 
     上表に で選 した 要 ス の PP 、ABS、PS と

との物性分 を している。 さ、 性 、 さは と

の物性である。 ( 性)、 応力は ってはいるが、再 ス

として は いと る。 
 
 

経済性 
 来の 選 と処理 500kg/ で すると、 ス を低く られると され

る。 選 装置は、 が一 らかにないないため 定 を す。T 社の

選 装置との も 定 で す。 
 

 
来装置 
選 装置 

 
T 社 

・  

シ ス  100 40 40 

装置  100 50 50 

置  100 30 30 

ス  100 60 60 

気  100 60 60 

テ ス  100 70 70 
 

現 は や ・ 処分されているものを テ に再 す

ることがで 、再 する分の たな を する 要がなくなる。省資源・省

の大 な効果につながると る。 
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ス ス の価 は約 5 /kg と低価 であるが、この ス ス か

ら高 度の 一 質の ス を選 すれ 、約 110 /kg(ABS の 合)の高 価 の

再 ス に ることがで る。この再 ス を して にする

と約 140 /kg となる。しかし は約 190 /kg とさらに高く、再 し

ていくためには再 ス を成 工し 質 を 続していくことが

要である。 ス 再 事業は 1 2 年後には 上高が数 になると まれ、 ス

再 が普及し、 も びることが期待で る。 
ス に を 1 置し、 要 ABS、PS、

PP を 一 質選 する 合の ス 計 を に す。 
 

〔 定 件〕 

 事業 から ス が、廃 ス

を し、 一 に再 し 化し 荷する 合とする。 

事業 で 物 、 、 を  

 /kg 
現 ス  5 

が ス を  7 
取  10 

水 重 ・ ・ 水 ・ 力 るい 15 
での 質選  15 

化 30 
                 計 77 

では、 選 のため水は しない。 
業 は 8 /日、年 業 276 日、処理 500kg/ 、ABS、PS、PP の回

を 88 とする。 
 ス の 質 成 

ABS 35  その他  2  
PS 25   15  
PP 20  その他 3  

  計  100  
 機 力 

本  2.2kW 次  0.5 kW 
振  1.5 kW  22.0 kW 

機 2.2 kW  2.3 kW 
 0.4 kW  0.4 kW 

循環  0.4 kW  0.2 kW 
一次  0.5 kW  12.0 kW 
次  0.5 kW 計  45.1 kW 
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 価 

 再  再  価  
ABS 110 /kg 140/kg 190/kg 
PS 60/kg 90/kg 140/kg 
PP 80/kg 110/kg 160/kg 

 

 
500kg 

  メリット メリット 選別後プラ  

/  kg /  /kg /  

ABS 4.0  161 

276 

63 
（140-77） 

10,346 500kg×0.35×0.85×4 / ×276 / 164.2 /  

PS 2.4  115 
13 

（90-77） 
915 500kg×0.25×0.85×2.4 / ×276 / 70.4 /  

PP 1.6  92 
33 

（110-77） 
1,237 500kg×0.20×0.85×1.6 / ×276 / 37.52 /  

 
 

132 
 

832 
選別 ペ ット い 、1 /kg
して イラ る

（ABS+PS+PP）272 1,104 272 832 /  

 8.0  500 13,330 

 

 

 スト（ / ）  
 7,728 リプラメーカ 家電リ イクル か ミックスプラを 1,104t 入 

7 /kg×1,104,000kg/年=7,728  
 

再資源化経  

 スト（ / ）  
材  100 100 / る 

 837 45.1kw×0.7×8hr×12 /Kwh×276 / =837  
 2,615 用 35,000 /台×0.9×0.083=2,615  

用 12 る 
 800 800 / る 

ン ルト 500 / 、ランプ、電 300 /  
 2,500 1 2,500 /  

、 ( るい 選別） るた 、

5,000 / 1/2 分 る 
 0 無し 

 6,852  
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入  ス 入後  

社  0 /   6,852 /  入 33,449 /  

廃 分  0 /  廃 分  0 /  選別後  832 /  

入  0 /  入  8,832 /  

 11,040 /  

 0 /   26,724 /   34,281 /  

 

経 34,281 /年 26,724 /年 7,557 /年 
 

 

将来性 

来 であった 選 による 質選 を行う 合、大規 な の が

要である。さらに汚れに いこと、選 する が小さい 、 来の 選

では 約が され、 の が今後普及する可能性が高いと われる。 

の開発実 化を っか として、選 は技術 したため、

を することで、 な選 装置実 化が可能となる。 以 にも、

なる ・ 質選 装置の開発や ス の 質選 装置の開発が 要

となる。これらの 質選 装置の開発により、廃 や廃 、小型 の 工程で

大 に発 する ・ ス 合 から、選 な ス や

も の 質を、 かつ ス で高 ・大 に し、 質 に回 が可能と

なる。 

このため、今まで に ・ な の産廃処分 を要していたものが、 ス で

高 ・大 に 質選 を行い有価な再 として で ること、及び 処理であり 次廃

棄物もなく、 ス の再 により 処分が 要となり CO2 低減することから循

環型社会、低 社会 が促進される。 
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あ 

 

１ 装置の

本装置は、 工工 、 産 で発 する汚水を 物 汚 と処理水に分 、

水する 型 分 装置である。

水は で により 以上 が 成された後、本装置に され、そ

のう 物は の回 により され、 はス の を し

分 される。

来の 型は、 する の が く 物による目 まりが発 したが、本装

置は を で に 置し、 の を に 的に小さくする工

を行い、さらに の上 に シ を 置することによって

物の目 まり防止や 物の 水 低 を 成した。また、 来装置に 置

、重 であり、 シ ス ・ ス 共に約半分が 減可能とな

った。

    

図 分 装置 ス 図

中小企業庁長官賞

第 回
優秀環境装置

会社研 社
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図 の 図

は で 置されており、 に されたス の を回

が回 する。

回 が 物を するともにとス を する 物を し、目

りがなく 分 が可能である。

 

図 シ による 水

に て を 的に小さくし、その上 に シ

を 置することで、 物の 水 を低 さ る機 である。

ス
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開発経

開発

   分 装置は、 ス型、 心分 型、ス ス型 が一般的に い

られているが、 ス型は、 目 り の が 要であり、 の

についても な 業が 要である。 心分 型やス ス型は、大型かつ高重

のために大 の 力が 要である。さらに高 回 の の には、

業が要 される。

そのため 力 が低く、 で テ スも で 定的に で る装置

の があり、この要 に応 るため開発に 手した。

開発目標

   低 力、小型化、 理・ が な 型でかつ高効 な 水機能を た

分 機装置の開発を目的とした。 的な 水性能については、 来装置 他社 重 型

の 分 装置と して以 を目指した。

   ・ 性汚 水 については、 水 を 以上 上さ る。

・ 化汚 の 水 については、 水 を 以上 上さ る。

・汚濁水の 、 、 回 を 以上 上さ る。

開発経

平成 年 月 型装置の開発

平成 年 月 平成 年 月 ス の

平成 年 月 平成 年 月 シ に関する開発

平成 年 月 平成 年 月 の

平成 年 月 平成 年 月 質、ス の 図

平成 年 月 第 機

図 回 と 定ス の
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のス に を 定し、ス を回 する

との を なくして を 上さ 、 からの 応力によるたわ を なくし

た。

独創性

来装置 型 は する との が いため 物の目 りが であった。こ

の を するため を にし、 で に 置することで との

が小さくなり、目 りを することがで た。

また、回 としたことで 物の 能力が 上し、処理能力が したため装置の

小型化が可能となった。

さらに 上 に シ の を 置し、かつ に

を 的に小さくすることで、 水能力が 上した。

定ス は 型の が開いた にすることで 物の が になる

と共に、 には 性 の高 度 を し、 による 力応力によるたわ を

減 さ 、 性を 上さ た。 

 本装置の関 は次のとおりである。

第    分 装置

公開 開    分 装置

実 案 第    分 装置

性能

１ 水性能

・ 性汚 の 水性能 の 性汚

・ 化汚 の 水性能 業の 化汚

分 装置 水 水

来装置 他社 重 型

本装置

分 装置 水 水

来装置 他社 重 型

本装置
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・水産 工工 の汚濁水中 、 、 物回

計
水

水質

回

水質

本装置での

回

物 的 要

化 的 要

物質

性・ 全性

  ・本装置は、 を 性高 度 とし テ ス性を 上した。

ス 工 の 水処理での

分 装置 質 テ ス

来装置 他社 重 型 ステ ス 年

本装置 度 年

・ 性

    本装置は汚濁水 に して の 、 の回 により が

可能である。 の 理は、 と汚濁水を 合する 応 での 物の 、

水分分 による汚濁水 水 、 水 水 、分 水質分 度、 、

の により、 調 を行う。

    と なる 化が た 合は、以 の 目の 調 を行う。

 の

 応 の 度

 物の大 さと分 水 度

 の 水に 正な 型 の シ

 の回 数

上 の 、日 的に調 する 目は の であり 、 は 期 定 に調 すれ 、

と なく が可能である。

テ ス

来装置は のため、装置を し テ スする 要があるが、本装置は

型のため目 で で 、 の 要がある の を取り して テ スで

る。

本装置の 持 理には、日 、定期 、 の 目がある。本装置

は、 がシ であり低 で可 分が なく、 装置は を回 する

の のため、 持 理は で も 価である。
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経済性

 他社 重 型 水機との ス 処理

 
来装置

他社 重 型
本装置

シ ス

装置

置

ス

気

ス

テ ス

本装置は 成 が なく、 シ ス は 、 置 は 、重 は のため、

装置 、 置 が である。

数は 、重力 で、 の重なりが い でしかも とス との

があり、回 負荷が ないため 気 も である。

水処理 高分 の は であるが、 テ スは他社が のため装置

を で 人 １日 人工数と で 人 １日 人工数の合計 人工に し、本装

置は 型で 定ス を取り すことで全のス が取り る

になっており、 を めて 人 日 人工数で 応で るため、 テ ス

は１ である。

将来性

 関 水 の 処理、 汚 処理 、公共 水 、研 水、水性

、 ス 水、廃 分 、 の水質 化、 水 工

事、 工事 、 の を開 する 定。
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あ 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ 装置の  
本装置は、 水処理施 、廃棄物処理施 、 工 、 産 において発 する

スを として 気と 水を する小型 シ システムである。 
来、 シ システムは発 力 100 1,000kW 規 の大型が いが、本装

置は発 力 25kW と小型でありながら発 効 32% 来装置 30% 、総合効 84% 来

装置 80% を 成した。 
また、 スの発 に応 て複数の装置を 結あるいは して することが可能であり

効 的な を行うことが 来る。 
 
１ 装置の  

  
、発 機、 、 、 の に 要な を

に  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第 43 

日本産業機械工業会 会長賞 

回 
優秀環境装置 

システム 会社 
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 システム  

からの を水 水 を経 して 水 循環さ る。 し れ

ない 水は から が可能である。発 機から発 した 力は を経

して する。 
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ス  
 高 の  
来 から 化により スを低減

し、高 化することにより の 効 を 上さ た。 
  10 1 に して を 11 1 としている。 

 
   ス と の開発 
    ス機の ス 13A 機に して が半分以 の スになるため、 の

を１ さ の テ とし、あわ て

を さ た。 
 

発 機 
来の 期発 機から高 発 機に することで省ス ス化 0.071 0.026

 63 減 、重 の低減 173kg 62kg 64 減 が実行で た。 
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シ  
高 発 機の に い、 の PCS シ を

した。また、PCS により 回 数を 1,750 1,900min-1で可 することで高

効 を実現した。 
  

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

の複数  
には 力会社の 力 と を行い、 にはあらか め選定した 負

荷 することが可能である。また 大 まで することが 来るため、

においても 的 の大 い負荷 の 力 も可能となる。 

 
開発経  

開発  
   ス にお る小型 シ 装置の開発・ 計・ ・ ・

テ ス は大手 ス会社との 業により、 実な ・ テ ス手法を し

ている一 で、 水処理施 、 産 、 工 、 ス 、廃棄物処理施

の 物に 来する スや、 に して発 する ス の 応は、

からの 要 に して 度、 ス を し するという 応を行ってい

た。  

高 発 機 力 
AC340V,253Hz 

 
DC390V 

 
AC202V,50/60Hz 
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開発目標 
はあくまで としての ったが、 の調 や テ ス

の な の が し、 に をか る事 が発 した。そこで、本

を正規 として開発・ 計・ ・ し、 テ ス についても

機の を し、 ス を標 化された として に することと

した。 
 

開発経  
平成 14 年 2 月 要 により ス 小型 シ 装置を して

低 スに 応で るよう し、 を行った。  
平成 14 年 4 月 水処理 、 ス 施 シ 装置

を調査、 の を実施。 
平成 17 年 4 月 結果より、低 ス の目標 をさ め、開

発 を開 。 
平成 19 年 4 月  本装置を として、 定 を開 する。 

し、 水処理 の ス 化 ス にはシ が まれ

るため、 技術が するまでは、 を 産 、 工 、

ス 、廃棄物処理施 の スに 定した。 
平成 20 年 2 月  シ 装置の性能 のため、 手 上 化

水処理施 で実 を実施。 
平成 20 年 4 月 水処理施 での実 を し、本装置の正 を開 。 

業 の ・ で を大 的に公開。 
平成 21 年 3 月 第 1 機 。 
平成 24 年 4 月 本装置に を し、 度 の 性を高めた。 

 
 

独創性 

１ 低 ス の開発 
   社 来システムである ス 13A 機を スとし、低 スに 応するため、

たに ・ を開発した。 
 

システム テ ス  
   システム 
   来の装置 システムは 度、 に するため一 性がない。 
   本 装 置 1984 年から している システムにより、 を中

心に全国の 社・ ・ 業 、 テ ス 力会社の 応まで一

を している。 
   

 テ ス  
   来の装置 は実施しているが、 テ ス が されていないため、

現地調査・ 調 ・現地 り 、 までに１ ヶ月程度を要する。 
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   本 装 置 と した テ ス が されている。 
の も、 を中 として 報共有し、

期 応が可能である。 
          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

省 、 計 
   来の装置 物件 に 度、 計や、 力会社と 続に 要な を 計しな れ

ならない。 
   本 装 置 シ 定を に取り ることで、省 化を図っ

た。 
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テ ス 、定 テ ス 
   テ ス  

他社 来の装置 500 2, 000 に ・ テ スが 。 
本  装  置 8, 760 1 年 に 1 回、 ・ テ スを実施。 
本装置は 1 年に 1 回の テ スで 分な装置の発 ・ 水の 力を 保で る。 

   定 テ ス 
   他社 来の装置 年度 に 応する テ スの が わるため、 上 を

。 
   本  装  置 ス の テ ス ス 応の テ ス

目により ス の テ ス で 応するため、定 で

応が可能。 
複数  

   他社 来の装置 大型 1 置もしくは中型 2 4 置 
本  装  置 大 30 まで 置が可能。システム により 数

、 テ シ 、ス に 応する。 スの発

に応 た 数 を行うことにより効 的な と 止 ス の

低減。 

     
 
 

 

 なし 

 

  

―41―



性能 
１ 性能 
小型化したにも関わらず、 来の装置よりも総合効 、発 効 が高い。 

 

 本装置 
来の装置 

小型 

シ  

装置 

ス  

定 力 25 kW 70 kW 95 kW 
化 ス  13.01 Nm3/h 40 Nm3/h 56.51 Nm3/h 

発 効  32 % 30 % 28 % 
水回 効  52 % 50 % 48 % 

総合効  84 % 80 % 76 % 
NOx  300 ppm 350 ppm 30 ppm 

 62 [dB] 85 [dB] 68 [dB] 
 

性・ 全性  
   来の装置の 性・ 全性は社 の で 査、社 査による によって

保していた。本装置の 性・ 全性は、 ス の に、大手 ス会社の

にて を実施し、共 評価を実施した上で、 保している。 
 

・ 性 
   来の装置の は ムのため、 定の も 員による 定 応が

であった。本装置の は、 もしくは を システ

ム によって 定を実施する。 定もお ご で に

による が可能である。 
 

持 理性 
   来の装置の 持 理は、定期 以 の 発的 ムはお からの によって

していた。本装置の 持 理は、 発的な ムも め、 で

しており、お と 報を共有した での 応が可能である。 
 

  

―42―



経済性 
  社の 来装置との による。 

  
来装置 

社 来装置  
装置   

シ ス        
装置  20,000[ ] 12,000[ ] により なる 

置  15,000[ ] 15,000[ ] 基 、 機  

ス        
気    発 力より  

ス分  200[ 年 ]  要 大防法に しない 

 50[ 年 ]  要 があり 要 

テ ス  8[ kWh] 4.5[ kWh] 社 来機との  

 48[ 年 ] テ ス に    
 
 

将来性 
現 、経済産業省 の再 可能 の 置法、 定価 取 度 FIT 度

や、国 省の 水汚 有効 の 2030 年 30% な の再 可能

の有効 が で されている。 
 
１ 国  

 水処理施 約 150 規 化 定約 200  
   ・国 省は 水処理 から発 する汚 の有効 に して「 水汚

化技術 」を 定し、汚 減 の 産物である 化 ス有効 進が

されている。 
・全国約 2,000 の 水処理施 の 、 化 スが発 する 化 を保有し

ている処理 施 は 300 、 が 150 となっている。 
   ・ 化 の 規 となる 水処理 が全国に約 200 程度 する。 
   

 産業廃棄物処理施 ・ 工 300  
   ・ 法が H25 年 7 月 31 日に 正され、廃棄物からの 回 が り

まれた。これに って約 2700 の 事業 が となるが中小企業が いため、大

規 な 資が しく、現 する 300 の ス発 施 の 、

の となる 
   

 人経 の から 型 の大規 ム 100  
   ・全国に 約 20,000 が するが、その が 人経 となるため、大規 な

資は めない。現 する 100 の ス発 施 の 、 の
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となる。 
 

 ス 発 のための があるが、 の スは国 に する。 
   ・ スを有効 するために、 保 法の や 定がされている。 

地 有 定 となるため有効 の 、調 が 要である。 
   ・ スの有効 のために有資 の選 が となっている。 
     

上 の り、 の ス は数 く し、再 可能 有効 の国

の とあわ て、今後の びが期待で る。 
 

 
   、中国  

ム、 、中国からの 合はあるが、その が 社 テ スの   

されておらず、 規 はこれからの 応となる。 一、 には PR 機を

現地で さ た。 の より を いている。 においては

との ス という があり、大 な は しいが、 テ ス が で た

より、 テ スを に し した を実施する。 
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あ 

 

１ 装置の

本装置は、廃棄物処理施 において、廃棄物のもつ を回 する、「高効 廃棄物発

」である。廃棄物処理施 では、廃棄物の を 気として回 し、発 に す

るため が 置されているが、廃棄物の持つ ス 成分により が汚れ、 発 が低

する。このため発 の 大化に 、 の 性能 持、 ス 装置の高度化

が められている。 

一般的な ス 装置として、高 気の力で ス を する「ス 」が

されているが、 い 置 を 要とし、また ス に する高 気は、本来発

に で るため、ス に発 が低 する があった。 

また 気 来の や 気により、 による水 や の発

ス もあった。 を以 にまとめる。 

 ス に高 気を 発 気を  

 気 が 定的 性能 化 発 低 、定期 による  

 装置が長 ・ 数であり い 置 が 要  

 気 による  

これらの を するため、 くから 力発 の低 で されて た、 球

を 上 から分 さ 、 球の により ス を する技術である「シ

」を、 度の高い高 まで 可能にする装置として し、この

に 化した を した。効果を以 にまとめる。 

 ス に高 気を 発 気の 保 力の低減  

 全 の ス 可能 性能 持 発 低 防止、定期 要  

 本 、 ス 装置共 化 低減  

 気 による ス なし 低減  

本装置は 来装置のス に 優れた が く、 の ス に有

第
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効であり、廃棄物の 回 上に で る装置である。 

本装置と 来装置のス の を以 に す。

 

１ 装置 図 図中の 数 は、次 ス  

来装置 本装置 

 

 

 

ス  

来装置 本装置 

高 気 開 

・ より高 気   

気 後進 

・ を に 、 後進  

ス  

・ 高 気の力で ス を  

高 気  

・ 高 気  

・ した ス は より  

度 

・ あり 気 による発 減  

・ に  

球  

・ にて 上 球  

球分  

・ 球分 装置にて 球分  

ス  

・ 球の で ス を  

球回  

・ 球分 装置で 球と ス を分  

・ 回 した 球は再  

度 

・ なし 

・ １ に  

 

高 気

―46―



 

   置 を大 に 減で る な装置でありながら、ス を上回る

ス 効果を発 することで、 に な を 持し発 低 を防止。 

来装置 本装置 

ス 機  

・ 高 気による ス  

・ 気 を に し、 に

後進しながら高 気を  

・ 度の あり 約 力  

汚れ発 発 低  

ス 性能  

・ 気 が 定的、全

発 低  

ス 装置 置  

・ ス 装置の 置 は、 す

る 長から と 要 

・ 高 気の により、一定

で複数 のス が 要 

 

 

置  

・ 水 置は 気 に した 置 

・ 水 は、ス 気の

により 定 

 

   

 

 

ス 機  

・ 球 による ス  

・ により 球 及び分  

球は水 に しながら重力  

・ 度の なし 

に 性能 持 発 低 防止  

ス 性能  

・ 水 及び ス を全 可能 

性能 持 発 低 防止  

ス 装置 置  

・ の 球分 装置、上 の 球

分 装置及び の  

・ 球分 装置及び の に

より、１ で な 可能 

・ ス に  

ス 装置 置  

置  

・ 水 置は 球 に した 置 

・ 水 は、 球と ス

により 定 ス より  

    

・ ス に  

本 置 4 
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来装置 本装置 

ス  

・ 気 による水  

・ 気 に テ 置 

・ 高 は テ 質が高価 

 

ス  

・ 球 による水  

・ による 球 の

高い 上 に テ 置 

 

発 低 防止 

本装置は 気 であり、かつ 来装置に 力が低いため 度の を

受 ず発 低 を防止で る。 

高 気を するス は、 に 要な 気 と 性能回 による 気

とを し効 的に する 要があり、 に小型 の 合には、ス の

発 低 による 力 約 力 の もあるため、 回数が

される。 

本装置は、ス で していた高 気を発 に で る でなく、

の により 汚れを 可能である。 

図１に と 度の 図を す。 が される ス

を で るため、 度の上 が され、 分の 回 が期待で る。 

以上により、 来装置に 発 低 を防止で る。 

テ

テ
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開発経

・ス 装置の 置 、高 気 及び による 負 な の

に 、 たな ス 技術を  

・ にある ス 技術を調査し を実施  分な効果 られず 社開発を選  

・以 の で開発を開  

 減 

・ス の 減 

・水 の による 化 

 減 

・ 気 を発 しない 装置 

・ ス 性能の 上 定期 の 減  

 発  

・ の経年汚れ防止 

・高 気  

 

・ くから 力発 の低 の ス に されて た「シ

」に 目 

・廃棄物発 の高 まで 可能な装置 に 開発  

 

平成 年 平成 年 ス 装置調査

平成 年 平成 年 定、基本 ス・ 成・

平成 年 平成 年 型 球分 性 、ス

平成 年 平成 年 実機 球 ・分 取 、 ・

平成 年 実機第 機施 受

平成 年 実機第 機 工

平成 年 実機の を に 続

なお、本装置は、 日 会社と 計 会社が

共 で開発を行った。それ れが した開発の は次の りである。

図１ 度 図 

シ
ス
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・ 日 会社

基本 ス 案、 定、 型 、実機 、 評価、 化

・ 計

計、 、 評価、 化

 

独創性 

 シ は 来技術であるが、本装置を廃棄物発 の高 まで

するためには、 度の高い くの を する 要があった。 

１ 高 の 応 

来技術は低 の を としており、高 気 の 応が 要 

独創性  

・ 水 置を工 し、 球 装置を低 置 

・ スから装置を保 する 球 を開発 

・ 済 球の 装置の開発 

 

ス を 小化した 球 の選定と実現 

来技術は機械 であり、 ス 高や 大 

正 球 の およびス に た 球 の  

独創性  

・ を  

・ により られた 球の を 球分 性に  

・ 気 １本から、複数 に を実現する を開発 

 

球分 性の実現 

全 ス 可能を実現するための、 球を 一分 さ る装置の  

独創性  

・ により まれた 球を分 する、可 を開発 

 

ス と 球分 性の実現 

分 性の 保 

球回 後の再 に た との り 

独創性  

・ 性の高い を し、 ・ 球・ を分  

・ との り機能を た、 球 し を開発 
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 本装置の関 は次のとおりである。 

第   シ 装置およびシ 装置のシ 球回 法

第   装置

第   シ 装置の 球回 装置及び 球回 法

第   シ 装置の 球回 装置及び 球回 法

第   シ のシ 球 装置 シ 球 法及び

第   シ のシ 球 装置 シ 球 法及び

第   装置

第   装置

  シ のシ 球回 装置及び

性能

１ ス 性能 

  

ス は 気の が い に ス が るが、本装置は定期

しでも目 った は 受 られない。 

来装置 本装置 

 

施  

・ 3 4  

シ 件  

・ 4回  

・ 球 4  

ス  

・ 後 年経  

・ 定期 なし 

・ 全 に目 った し 

 

  

気の

い

―51―



 ス 性能 期評価

図 に 日にお るシ 回 と 規 にお るス

回 の 度を す。シ はス に

が いため、 度の上 が られ 回 スが なく、その分

発 発 を く 保で る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ス 性能 長期評価  

図 に、一年 にお る と 発 の年 を す。廃棄物処理施 では、

ご の な が するが、 に する 発 の 化から、 ス

による 性能の低 を で る。

本装置は、年 が小さく、定期 しでも長期に り が 持されていること

が分かる。 として、ス を している施 の 発 を図 に す。

年 月から 年 月の を す。 年 月と 月に定期 を実施し

ているが、 後から経年による 汚れが 発 を に低 さ ていることが分かる。

本装置は 来装置に 、長期に り 定的に 性能を 持で るため、 発 の低

を防止で 、その分発 を く 保で る。

シ
ス 回

図  度 
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図  発  

本装置

図  発

来装置
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経済性

来装置と すると、 および ス 装置の 化による シ ス

、 力低減および テ ス 減による ス が以 の

り期待で る。 

また 性能 持による発 「 性能」 も めるが、 来装置との定 的

が なため した。 

 来装置 本装置 

シ ス    

本    

ス 装置    

物 本   4 

物 ス 装置    

ス    

球 分    

力    

定期    

ス 力は、 する高 気 からの発 とした。 

 

力 減効果の一 を以 に す。

 ス 力 規 実

 回 回

 シ 力

 回 回

 力

 

 年 減 力

 年

年

力 減分は廃棄物発 として 価にて 可能であり、

 分

 年

年

の が める。

 

将来性

今後の案件にも 大中であり、また 施 に 置されている ス 装置をス

からシ に することで、 や 持 の が め

る。すでに 施 で、 施 に した実 がある。 

今後は国 でなく、 についても の可能性があり、大いに期待で る。 
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あ 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ 装置の  
本装置は、 に工 機械 工において発 する ス を ・回 する装置であり、

その は小 の を いた ス にある。 
上 の から ス を 気を し、 に 回 を発

さ 心力で ス を分 する。分 された は から とし

て 、 化された 気は上 から を される。 
なお、 は本数の と共に 力 スが れ、再 により 効 が低

する があったが、本装置は を水 し、さらに水 上 と

次 を で い 独 の 力調 機 により し高い 性能 2 m 以上 99% を

成した。また、 気 が減ったことで 来装置に 力を 50% 減 来る。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス ス ス   
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により を し機 気と共に ス を する。 を

合は 受 にて する。 ス は にて 心分 され、

した は として機 続 する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 理 

上 の から気 を し、 に 回 を発 さ る。 回 が

する に 心力で ス を分 する。分 した は より さ

れ、 化された 気は となり上 し される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受  
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工 機械 の 置  
 
 

開発経  
開発  

   年 目が まる ス ス において、 来に い高機能

省 ・高 性能・長 な機 を開発し、シ 大を図る。 

 
開発目標 
・ 来  力 減 

・ 性能 以上 以上 

・目 まりを こし い 機 の  

 
開発経  

平成 23 年 10 月 開  
平成 23 年 12 月 性能テス 装置  
平成 24 年 1 月 基本性能 ・  
平成 24 年 2 月  5 月 1 機 ・  
平成 24 年 6 月  8 月 1 機実  
平成 24 年 8 月 成型計  
平成 24 年 8 月 9 月 1 機  
平成 24 年 10 月 1 機実  
平成 24 年 10 月 発表 
平成 24 年 11 月 JIMTOF2012  
平成 24 年 12 月 成型 成 
平成 25 年 1 月 受 開  
平成 25 年 1 月 第 1 機  

 
 

  

ス  

工 機械 
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独創性 

ス ス は複数の が ・ を行なっているが、各

機 が なる。大 くは「 心分 」「 ス 」「 」「回 ス 」に

分 来る。 

 機  省  高 効  長  

心分  

 
小 を 置    

心分  

 
大     

ス  
の シ による

 
   

 
の い気 を

つ て  
   

回 ス  
回 にス を 、

に  
   

 

を しているのは本装置 であり、 一「省 」「高 効 」「長

」の つを実現している。た し、 の は、 本数の と共

に再 、 ス により 効 が低 する を有する。しかし、本 は独 の

力調 機 によりその を している 、高 効 を実現 来た。 

まず、 を水 することで再 を防い 。しかし、これ では ス

の が すと負 が大 くなり、水 が上 し が 回 に

って してしまう。そこで水 上 と 次 とを を ることに

より、負 が されて水 は一定以上には上 しなくなる。なお は、 する

と ものを め たしてお 、 により した されるので

理の わしさは い。本技術は国 中である。 
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 本装置の関 は次のとおりである。 

国 公開 WO2014061201A1 /  
日本、 、 国、中国、 国、 については 取  

国 第 8,945,290  
I-517904 

 

 

性能 
  型   

( /min) 
効 (%) 

(2μm 以上) 
 

(kW) 

 本  ME-05Z 10 99 0.4 

 
+ 性  

ス 
( 来機) ME-10FZ 10 97 0.75 

ス  A 社  13 97 以  1 0.75 

 B 社  10 99 0.75 

回 ス  C 社  8.5 99.9 0.75 

 の し 社 定に基づく 

 

 性・ 全性 

発 から 4 年経 するが、 を めて は発 しておらず高い

性を有する。また、 一の可 である に 全 を るな 、 全にも

分 している。 
 

 ・ 性 

テ スは一 から つ、工 スで行 るので、高い 性を有する。 

 

  持 理性 

の 理も 要なく、 の低 も ないので、定期 の 理の でよい。 
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経済性 
来装置と すると、 の 減により、 力を約 減。 がなく、

テ ス期 が長く、 業 も いので ス 半減。 

 

 来装置 装置 

シ ス  

装置  
  

   

気    

テ ス    

来装置 社 ス  

 

年 ス 50% 減を 成したことにより、0.8 年で回 で る 件 16
/日 20 日/月 16 /kWh 。 

他社 と すると、 シ ス は とはなっていないものの、 力を約

減している 、 気 を した 年 ス では となる。 

 

 シ ス (A) ス (B) 
(年 気 ) 

(A)+(B)×5 
5 年 ス  

装置 ¥327,000 ¥24,576 ¥449,880 
A 社 ¥484,000 ¥46,080 ¥714,400 
B 社 ¥250,000 ¥46,080 ¥480,400 
C 社 ¥286,000 ¥46,080 ¥516,400 

ス ス  ( ) ( 件 16h/day 
20day/month 16 /kWh)。 
 

将来性 

ス、 力 減の から、 からの置 要も

くある。また、 ス の は シ ス の低いものを選 し

が ではあるが、 から本装置を指定してもら ることも て ている。 

に、今までの ス は の 、 の な の

わしさが理 で、 から を されていたが、本 は 及び、 が

いので、普及の可能性が がっている。 
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あ 

 

 
 
 
 
 
 
 
１ 装置の  

に を する においては、以 に のとおり 来から省

化が されていた。しかし、それ れに があり、省 化を 成で ていない。 

 

 来の技術_その 1  
  の を で 発さ 、 で 発 気中の

高 を分 し、 より高 を分 した 気を取り

し、 で 水な により さ 、処理水と

に分 する装置が一般的に られている。 
  しかし、このような装置では で 気の を 水

に廃棄するため、 の有効 が図れない。 
  

来の技術_その 2  
  装置の省 化を図る 法として、高 気を

気として の 気の一 を で して

に り、 の 源とする 法もある。 
  しかしながらこの 法も の高 気を 要とし、こ

の 気の に する 気が 分になって、その

が に廃棄されることになり、 分な省 化が

図れないという がある。また、2 効 にする 合も に

の 気 が に廃棄される。 
 
 来の技術_その 3  
  からの 気の を全 する 法として、MVR

Mechanical Vapor Recompression が られるが、なか

なか実 機として がらなかった。MVR では、 の低い

度の 気を の も高い を で る 度

度 度 まで する 要がある。 来の 合、この

度が大 いため 気 機が高 となり、実

第 
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化の となっていた。 になると が複 でス シ ス による テ

スが 要になるためである。また、 が高く、 気 機の 力も大 くなる。 

 

 本装置は、 として高い 性能を有する 水平 発 と 気 機 との

合わ を とする MVR 装置であり、 来技術の ・ を した。 

 

１ 社の MVR 装置 要と 理 
水平 発 は、後 する 水 水化技術で くから って た技術であり、水平

発 と 社では 気 機を と する。 を 合わ

た装置が、 社の VVCC 型 装置であり、VVCC 型 装置に を 合わ た

装置が今回の装置である。本装置の を図.4 に し、 理を以 に する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理  

 発 は、 で に が 持されており、 は循環 により

発 上 から に 一に され、 を に する。 

 表 にて 発した 気は を し、高 を と まない

気となってから に取り まれ ・ され、 源として

に り まれる。 

 では 気が高 で れるため、 が く、 スや に

よる が小さくなる。 も 発であることから、 による 平 度

も と なく、高い 性能を有することになる。このため、わずかな 度 で

発と を り すことがで る。 で した 気は、 水となって

される。 

 の が進 、 定の 度まで された は、循環 にて循

環 から分 され に される。 
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には 源としての 気を するが、順調に 発 が進め 力

と、 の の 気の で が可能である。 

水平 発 では、 も減 で を行うため、 力 となる。法定

が 要となる か、 的な法的 約を受 ない。 

 

社で いられる  

   社の は 機 の を 気 に開発を重 たも

のであり、以 の を持っている。 

 

社 の  

・回 数が低い 3,000 4,500rpm 。 
・大 ・高 の は 3 次 を し、高効 。 効

= 75%  
・ での に て、 力、回 数が低く、 、シ 分が高 。 
・ が 的低い。大 の大型 装置でも防 なしで、装置機 1m で 85dB

程度。 
・ に する 機、 の 数が なく、 、 ともにシ

で 、 テ スが 。 
・ の 1 あたりの 度は 4 9 程度であるが、これ以上の

度が 要な 合は、 を に複数 置して 度 を 保す

ることが可能。 
・ 発 が小 中規 60ton/日 発 のものについては、1 で 度が 20 と

れる を する 合がある。 

 

の の ッ

の ロ 気
た の に

く で

速 の
で に る

に 度
るの で あ は の

の

速 のため の
く の 度 く

る
は い ある

000 00
0 000 0 000

は 速で 000 度の の あ
る

フ の で で 0 に きく ッ
に る あ

で た
水の

の 水 の 気
の の

の
気に る は 水

に る
無 （ に 水で され いる）

水 のため
た の

の の
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開発経  
開発  

   装置にお る省 化 

 
開発目標 
2 重効 の 価 、 ス を 定し、 発 装置の

ス を した ス が、2 重効 の ス を 2 年で するこ

と。 
 

開発経  
平成 26 年 04 月  共 開発の 開  
平成 26 年 11 月 から日本 に水平 発 を  
平成 26 年 12 月  日本 にて水平 発 と 、 気 機を 合

わ て 機を 成、 開  
平成 27 年 06 月 第１ 機受  
平成 28 年 01 月 第１ 機  

 
なお、本装置は、 会社 と日本 会社が共 で開発を行った。

それ れが した開発の は次の りである。 
・ 会社 発 、 気 機の 計・  
・日本 会社 の 計・  

 
 

独創性 

一つ目の として に「水平 発 」を したことが られる。 

来の の として されている「 」や「 」では 数が低く、

大 な 度 が 要になり、 の大 な 気 機が 要になっていた。本装置にお

る は上 の「水平 」を しているため、 

数が に高い 
スを小さくで る を大 くとれる 、という がある。 

については、 の< 理 >を 。また、 に の を しているこ

とも 数の 上に している。 

について、水平 においては に小さな を しているため、小さな に 理

なく大 な を有することが 来るのである。 

の基本 である Q=U A T において、 
Q= 、U= 数、A= 、 T=有効 度  

「水平 」においては U および A が大 く 来るので、 であれ 来の

と て T が小さくで る。 来の では有効 度 T=20 程度 ったものが、「水

平 」を することで T=3.0 程度まで がることにより、 気 を小さくで 、

省 化を 成した。 要を表 3 表にまとめたので 。 
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表 3 各 表 
 来 -  

 
来 -  

 1 
 

水平  
数 ×  やや  に  

と 
本 法 

にまとま

っている。 
が大 く、本

法もしくは 度

が になる。 

にまとま

っている。 

度  
T 

×  
T 20  

やや  
T 6  

に  
T=3  

省 化 
COP 2 

× 度 が大 く、

MVR の が 。基

本的に 気 とな

り、この 合 COP 1。
2重効 としてもCOP
2 程度となる。 

MVR の は可能で、

ある程度の省 化は

成で る。 度 が大

い分、省 性はやや

る。 
COP 14 

度 がもっと

も小さいため、 気 機

の 力が も小さく

なり、省 性で有 。 
COP=21 

COP 計 件    
  3.0 3.0 3.0 
 T 20.0 6.0 3.0 

要 度 23.0 9.0 6.0 
 気 機効   60% 60% 

1 な からの 定 。 
2 気 機の 力の で 。 

 

会社 としての MVR の取り は、1983 年に VVC 型 水 水化装置の 機

を し、 水 水化装置で 重 た技術を応 して 1987 年に に VVCC 型 装

置として を開 した。高い 性能を持つ 発 と 社 計 の

社では 気 機を と する や を い、各

ス や 水からの水回 ・有価物回 ・ の減 化 、目的に合わ て なシステム

を 案し、 い業 にご され、ご評価をいた いている。 
 

2 つ目の は で る 1 機においての の となる 目であるが、 気

MVR と 気 を 合わ た を していることである。高 度

まで を する 合は の が大 くなるが、この 合、以 の が る。 
 
・ _その 1 MVR を するには が大 くなり、 気 機の ス 、

力が大 くなりす て現実的でない。 
・ _その 2 度の い で MVR を し、高 度 は 気 と 2 に分

て することで省 化は 成で るが、低 度 と高 度 で、

つの が 要になり、 シ ス の となる。 図 5  
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ここで 図.6 を することで、 の低い低 度 は で、

の高い高 度 は 気 と を り 、高 度回 を 後に するという

とすることで、省 性を保 つつ、低 ス 1 基で 応 、高 度ま

で を可能としている。 
 

 

 

 

 
本装置の関 は次のとおりである。 
公開 開平 5-237302 / 装置 
他、 件 中 

 
性能 

１ 来装置との  

   の表 3 ご 。 
 

・ 性 

本装置は が可能なように計 、 が 置されており、シ ス に

より全 となっている。 な 規に する の は 要になるが、そ

れ以 は な や調 を 要としない。 

   また、装置の 中は各 力、 度、 を しており、各 定

を た 合は、 報を 力し、装置は 全に 止する。 
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経済性 

本装置と 来装置の を表.6 に す。 
 他の との は、正 な 報が いため、 する。 
  < 件> 
    
 
 
 
 
 
 

表 6 来装置との  
 来装置 

2 重効  
装置 

 
シ ス  100 150 

ス  100  31 
ス    

 ・ 気 16.3 ton/日 26,895 /年 2.88 ton/日 4,752 /年 
 ・ 水 1,680 m3/日 2,772 /年 352 m3/日 580 /年 
 ・ 気 12 kWh/日 380 /年 1,008 kWh/日 3,991 /年 
 ・合計  30,047 /年  9,323 /年 
 装置では シ ス が するが、年 ス で約 70 減

を 成したことにより、 2.5 年で回 で る。 
 
 

将来性 
はさま まな分野で や として されており、 年では ム 2

次 の に の が されており、今後も は する である。 
ここで、本装置は以 の を うことで、今後、環境負荷低減に大 く することがで

る。 
 水の 資源化 
各工 にて 済 となった な を することで、 が有価物として回

で る。 

 水の産廃 化 

水から 成分を低 度まで分 することで、環境負荷を低減。また、処理水を

に再 することも可能で、 とあわ て 水の産廃 化が可能。 

 による省  

気 に の を しては意 が いが、高 性能の水平 発

を することで実 的な 型 装置を実現で る。 

a)  14,400 kg/日 度 5.37 wt% 
b) 処理水  13,556 kg/日 処理水 度 0.1 wt% 
c)  844 kg/日 度 約 90 wt% 
d) 気 ス  5.0 /kg   
e) 気 ス  12 /kWh   
f) 水 ス  5.0 /m3 g)  330 日/年 
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１ 装置の  
本装置は、 ス 、 ス 、 ス 開 以 、 と に される

化 ス SF6 を回 、 する装置である。SF6 を 機と で回 し、

ス を 後、 で し に 化 する。 
本装置は、SF6 の 力 化 力 5.0 MPa まで 来る ス 機を開発す

ることにより、 での 化回 を 成した。また、 ス 機 に

より の が 要となり、 での 化が可能なため 機を する

要がなく、 来装置に 化 55% 減 、省 化、低 ス 化を

実現した。さらに の により、 機と の ス スが

され回 を 来る。 
 
１ 装置の 理及び  

  １ 装置の 理 
a. に されている気 の SF6 スを大気 までは 機で回 し、大気 以

になると が し、 意の 力 Min.10Torr=1.33kPa まで回 する。 
回 する スは、 DR(F):水分を する 及び、 AF: を

る を経 し、 機で 4.5MPa まで し に で される。 に

された SF6 スは、規定重 40kg に すると 止する。 
 

機 成及び  

 回 装置 の を行う。 図-1  
装置 に 気 は他の スが した 合は の 度行うが、SF6 スが大気

で っている 合は、 から行う。 
 と回 装置を シ ス で 合は、 ス の

を行う。 図-2  
これは、 ス の 気を 気することが目的である。 
 の SF6 スを 回 する。 図-3  

の定期 の開 査 を行う 合、一 的に ス SF6 スを回  
する。 

を開 した後、 の 気 気を行う。 図-  
 

優秀環境装置 
第 43 回 

日本産業機械工業会 会長賞 

会社 地テ  

―69―



―70―



―71―



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発経  
社では高 ス の 技術を かし、 力 が保有する発 や

の ス 機 ・ ス に されている SF6 スを高 高 力

5.0MPa し、 で 化回 する たな発 の装置開発に成 した。 
来の SF6 スを し 化する 法に 機、 発 な が 要となり、

化・低 ス 化を実現した。また、 ス 機の により 分を しない

な SF スを回 で る装置であり、国 ・ での価 ・ 質 で 力 化となる。 
SF6 スは 1997 年の「気 に関する国 約第 3 回 約国会 COP3 におい

て、CO2や な とともに 減目標の となった。こうした環境規 の に、関

業 から の保 な に スを 100%回 し、 、再 する 応を要 された。 
重 機、 力 に 気 や 高 気 を して た 社

は、SF6 ス回 再 システムにおいても 開して た。その実 は 40 年の に国

で 600 りを 、国 で 80%の高シ を 持している。 
さらなる 規 化による本 的な普及期の 来を し、重 機 を中心に

していた大型回 装置に 、低 ス を 及する 力 の を促すため価 力の

ある小型高性能装置の開発に 力、 化を進めて た。 
来の の 機で SF6 スを回 すると ス に が する。この

を するために を回 装置 に 置する 要がある。 
装置の小型化、 化を図るためには、いかに 機 を 減するかが となり、それ

には 5.0MPa まで で る スの 機が 可 となった。 
さらに の可能な とのシステムを することによりさらなる省

化を計った。 
 
平成 16 年 平成 17 年 5.0MPa ス 機の開発 
平成 17 年 平成 18 年 機の 及び  
平成 20 年 平成 21 年 回 装置の開発 
平成 22 年 平成 23 年  5.0MPa 機と 回 の を開
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平成 24 年 5.0MPa 機と 回 の実 第 1 機

を  
平成 27 年 平成 29 年 受 に地 受 の 応回 装置として

5 を  
 
なお、本装置は、 会社 地テ と大 日 関 会社が共 で開発を行った。

それ れが した開発の は次の りである。 
・ 会社 地テ  

機と のシステム 、実 、実 化 
・大 日 関 会社  

開発、及び実  
 

 

独創性 

来機の 機は、3.62MPa までしか 来ず、かつ、 ス中に 分が する

であった。 
5.0MPa まで で る ス・ の ス 機を開発し、 する事により

を するための が 要なくなり、 化、 テ ス ス の 減、

そして環境に優しい装置となった。 
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5.0MPa まで 来る機械を開発したことにより、SF6 スの 性を かし、 で

も 化さ る事が 来る装置となった 次 の SF6 の基 性及び 気 図 。 
でも 化さ ることの 来る機械を開発することにより、 来 化さ るために

要であった 機が 要となり、 化・省 を図ることがで た。 
また、 を することにより 機と の ス ス

を理 の回 に づ て することがで る装置となった。 
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 なし 

 

 

性能 
１ 来 との  

・ 来の回 装置  
機・ 回 を しており、 機の 力は 3.62MPa が

大 力であったため、 機にて 化さ した。 
 

・本装置  
ス 機は 5.0MPa まで で る 機を開発し、 の

との 合わ を 成することにより、 で環境に優し

い機械とした。 
 

来は、 回 で回 し、 機で 来ない スは ス にて

に したり、または、 の回 能力を としたりする 法で 応し

た。 
本装置の システムは 機の を し、 機の回 能力を 100 かした

で 回 を による に する 法が で、 来の ス

ス回 システムに 回 が約 1/2 に 来る が である。 回

の標 及び複数 を で に することで、 回 の能力及

び が での がで 、大型の を しなくとも大 な回

の がで る。また、 機 の 要 が なくなり、 ス を

ることがで る。 
本装置の の としては、 のとおり。 

 回 が 来 で約 1/2 となり、大 な回 の がで る。 
 の ス ス により 機の も で 、 性が

で た。 
 回 と 機の分 の回 装置では、一 型に 回

での回 ス の 力 が なくなり、一 型で とされた スの長さ

約 100 を 300 に しても一 型の スの長さ 20 程度と 回 能

力が られる。これは、 回 を回 に 置で 、回 から

れた に 置した 機までの ス ス が ではなく、大気

以上の で で るため、分 型でも回 の が可能となった。一

型回 装置は に地上の で し、分 型回 装置は地 に

する。地 では、 業ス ス及び持 に があるため、分 型とし各

を 化している。 
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 来装置 装置  
力 3.62 *5.0 MPa    

回 力の  
 有  ス  

ス 有

能力  
5  0  ppm 

 有   
機 有  化さ るための機  

装置大 さ 100 55  Less  
重  100 25  Less  

 回    
  有 の 減が 来る 

回 した スの  ス   保 査の 減が 来る 

 *5.0MPa にすることにより、SF6 スを でも 化することが 来る 
 

性 

本装置は、 機・ の回 機と ・ の 及び計

で 成されており、定期 を行 、半 的に で る装置である。 

 

全性 

が一 合が た 合は 全装置が し、 止する となっている。 

 

・ 性 

及び に スを 続し、各 回 ・ を行う。各 は

を し、 は で 止する。 

持 理性 

高 ス保 法に基づ 理する 要がある。法定 を行うことにより、 に り

が 来、 合・事 を に防 ことがで る。 

 

経済性 
本装置は、 来 の装置と すると 置ス スで 55%( )、重 で 25% 減 来

た。 
来の装置は、 機が 3.62MPa まで する機械であるが、 化をさ るのに 機が

要である。5.0MPa する事の 来る ス 機が開発で たことにより小型の

機で SF6 スの 化が実現で た。また、回 の を にし、

を し、さらに にすることにより ス の 減が 来

た。これらにより、装置の 化、 化が実現で た。 機の ス化と

の により、回 された SF6 ス中の は、 来装置 5ppm  本

装置 0ppm となった。 
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 来装置 装置 
シ ス  100 80 
装置  100 70 

ス  100 90 
気  100 90 

テ ス  100 *50 100 
 

テ ス は、 回の開 査で の再 を し、 なる 減が 来る。 
 
 

2m3 0.7MPaG の スが されている機械を回 した 合の 来機との 表 

 

 

 
将来性 

40 年に り SF6 ス回 装置を して たが、 の装置及び大型の装置で

化した機械が く し、廃 の処理、高 ス保 法の 応に されている が く

受 られる。現 、こうした の本装置の を 進しているとこ であり、 の

からの 合いにも 応中である。 
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